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はじめに 

 

少子高齢化の進行に伴う本格的な人口減少社会の到来や、厳しい財政状況が続くなど、地方を

取り巻く環境が一層厳しさを増す中で、地方公共団体は、住民ニーズを的確に捉え、地域の特性

を活かしながら、産業振興による地域の活性化、公共施設の維持管理等の複雑多様化する諸課題

の解決に自らの判断と責任において取り組まなければなりません。 

また、最近ではＩＣＴやＡＩ等を活用した業務改革の推進、財政状況の「見える化」、公共施

設等の老朽化対策等の適正管理、上下水道の広域化等の公営企業経営改革など、地方公共団体の

財政マネジメントの強化も求められています。 

このため、当機構では、地方公共団体が直面している諸課題を多角的・総合的に解決するため、

個々の団体が抱える課題を取り上げ、当該団体と共同して、全国的な視点と地域の実情に即した

視点の双方から問題を分析し、その解決方策の研究を実施しています。 

本年度は 3 つのテーマを具体的に設定しており、本報告書は、そのうちの一つの成果を取りま

とめたものです。 

今後、人口減少や少子高齢化の急速な進行により、経済が縮小し、税収等が減少する一方で、

社会保障関係費等の支出の増加が見込まれ、地方公共団体の行財政運営はより厳しい状況に陥る

ことが懸念されています。また、財政状況の悪化は、職員の削減や、それに伴う行政サービス等

の低下につながり、地方公共団体の運営に支障をきたす恐れがあります。 

このような背景の中で、本研究会では、持続可能な行財政運営の実現に向けた検討のため、一

部の地方公共団体に御協力を仰ぎ、実際に行っている業務内容や財源等を調査し、その結果をも

とに、持続可能な行財政運営を行っていく上での課題の整理とその対応、今後必要となる視点等

についてとりまとめました。 

本研究の企画及び実施に当たりましては、研究委員会の委員長及び委員を始め、関係者の皆様

から多くの御指導と御協力をいただきました。 

また、本研究は、公益財団法人 日本財団の助成金を受けて、総務省自治財政局調整課と当機

構とが共同で行ったものであり、ここに謝意を表する次第です。 

本報告書が広く地方公共団体の施策展開の一助となれば大変幸いです。 

 

 平成 31 年 3 月 

一般財団法人 地方自治研究機構 

理 事 長 山 中  昭 栄 
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研究概要 





研究概要 

 

１ 本調査研究の趣旨 

人口減少や少子高齢化の急速な進行により、経済が縮小し、税収等が減少する

一方で、社会保障関係費等の支出は増加することが見込まれ、地方自治体の行財

政運営はより厳しい状況に陥ることが懸念されている。そんな中、地方自治体は、

常に地域住民の安心・安全を確保するとともに、生活に必要な行政サービスを提

供する機能を維持していかなければならない。 

そのため、今年度の研究会では、地方財政制度の現状と課題、地方交付税制度

の仕組みや今後のあり方等について、行政側の説明並びに意見交換を行うとと

もに、地方自治体の事例として小田原市から行財政運営の現状と課題等につい

て意見聴取及び現地視察を行った。本報告書はその内容を整理したものである。 

なお、本研究会では、委員長のご発案で委員の役職や肩書きに関係なく、個人

的見解を基に自由闊達に議論するという運営を行っており、本報告書も委員会

での自由な議論の結果をできるだけ尊重し、反映した形でまとめている。 

 

２ 研究会の開催経緯 

今年度は、人口減少・少子高齢化社会における持続可能な地方行財政運営に関

して、全５回の研究会を開催した。 

 第１回研究会（平成 30年５月 23日開催）では、地方財政制度について、地方

財政計画の全体像、歳入歳出の変遷、借入金や基金の残高等の現状、及び財政健

全化や一般財源総額の確保等の今後の課題について報告し、質疑が行われた。 

 第２回研究会（同年７月 27日開催）では、小田原市を調査対象として、同市

の行財政運営の現状と課題、今後対応が必要な財政需要、人々の協働の進化に向

けた「分かち合いの社会」の取組等について説明を受け、意見交換が行われた。 

 第３回研究会（同年９月 28日開催）では、地方自治体が担う主要な行政サー

ビスとして、国民健康保険及び介護保険に係る制度の現状、制度改正の経緯、財

政的な観点における課題と対応等について報告し、質疑が行われた。 

 第４回研究会（同年 11月 29日開催）では、地方交付税制度について、財源保

障・財源調整の状況、マクロの地方交付税総額確保の意義、ミクロの各地方自治

体における地方交付税の算定方法、単位費用や補正係数の設定の考え方、近年の

制度改革等について報告し、質疑が行われた。 

 第５回研究会（平成 31年２月 12日開催）では、小田原市を調査対象として、

社会福祉の観点からの市営住宅の現状及びケアタウン構想、就学前教育のあり

方、発達支援に関する相談支援センター等の「分かち合いの社会」の取組や、そ

の財源の考え方等について説明を受け、意見交換が行われた。 
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第１部 地方財政制度 





平成３０年５月
総務省自治財政局

地方財政の現状と課題

地方財政の現状
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第１部　地方財政制度



○ 我が国の内政を担っているのは地方公共団体であり、国民生活に密接に関連する行政は、そのほとんどが地方団体の

手で実施されている。

○ その結果、政府支出に占める地方財政のウェートは国と地方の歳出決算・最終支出ベースで約３／５となっている。

地方財政の果たす役割

国と地方との行政事務の分担

○下水道 ○保健所（特定の市）

市
 
町
 
村

○上水道

○公営住宅 ○ごみ・し尿処理

○国民健康保険 ○消防

○準用河川 ○介護保険

○小・中学校 ○生活保護（市の区域） ○戸籍

　(用途地域、都市施設) ○幼稚園 ○児童福祉 ○住民基本台帳

○高速自動車道

○国道

○一級河川

○大学

○私学助成（大学）

○医薬品許可免許

○医師等免許

○社会保険 ○防衛

○外交

○通貨

○市街化区域、調整区域

○警察

○職業訓練　学校

○生活保護（町村の区域）

○児童福祉

○保健所

○高等学校・特別支援

○小・中学校教員の給

　与・人事

○私学助成(幼～高)

○公立大学(特定の県)

国

都
 
道
 
府
 
県

○国道（国管理以外）

○都道府県道

○一級河川(国管理以外)

○二級河川

○港湾

○公営住宅

　決定

○都市計画等

○市町村道

○港湾

地
　
　
　
　
方

分 野 公　共　資　本 教　　育 福　　祉 そ　の　他

○　国と地方の役割分担（平成28年度決算）
　＜歳出決算・最終支出ベース＞

（注）（　　）内の数値は、目的別経費に占める国・地方の割合
　　　計数は精査中であり、異動する場合がある。
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(3)
(0.01)

(99.99)

機関費

11.4%

国土保全

及び開発費

10.4%

産業

経済費

6.7%
教育費

11.7%

社会保障関係費

34.4%
恩給費

0.2%

公債費

20.6%
その他

1.5%

(38)
防
衛
費
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(42)
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地
方
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司

法
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生
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168.4兆円

71.1兆円

97.3兆円

1

地方財政計画（通常収支分）の歳出の大部分は、補助・地方単独ともに、小中高教職員・警察官等の人件費や社会保障関

係費など、国の法令や制度等に基づく経費である。

地方財政計画（通常収支分）の歳出の分析

補助等 58.7%

単独 41.3%

直轄事業負担金
4.8%

補助 45.2%
単独 50.0%

一般行政経費（単独）は社会保障など住民に身近な地方の様々な取組に対応

地方公務員約238万人のうち約77％は
国が定員に関する基準を幅広く定めて
いる教育・警察・消防・福祉関係職員
※ 公営企業等会計部門職員除く

予防接種、乳幼児健診、ごみ処理、警察・消防の運営費、道
路・河川・公園等の維持管理費、義務教育諸学校運営費、私
学助成、戸籍・住民基本台帳 など

清掃、農林水産業、道路橋りょう、河川海岸、都市計画、
公立高校など

給与関係経費

203,144

一般行政経費

370,522

投資的経費

116,180

公営企業繰出金
25,584

そ の 他
31,479

直轄・補助
（公共事業等）

58,104

地方単独
58,076

補 助
202,356

地方単独
140,614

国保・後期高齢者
15,052

まち・ひと・しごと
創生事業費 10,000

地方単独
146,616

50,637

地 方 費

国の事業団等への出資金等 1,664

地 方 費

上 記 以 外
企業債の元利償還に係るもの 15,846

9,738

地方財政計画（平成30年度）【86兆8,973億円】

小中学校教職員等

地方警察官
消防職員
高校教職員

21,298
12,313
17,026

ケースワーカー、
公立保育所保育士等の福祉関係職員 等

生活保護、介護保険(老人ﾎｰﾑ、ﾎｰﾑﾍﾙﾊﾟｰ等)、
後期高齢者医療、障害者自立支援 等

都道府県繰入金、保険基盤安定制度(保険料軽減分)、
国保財政安定化支援事業等

（注） 小・中学校、ごみ処理施設、社会福祉施設、道路等の事業で、
いわゆる国庫補助事業の継ぎ足し単独や補助事業を補完する
事業等、国庫補助と密接に関係する事業も含まれる。

上下水道、病院（高度医療等）等

（単位：億円）

地 方 費

地 方 費

地 方 費

重点課題対応分 2,500

補 助
56,528

地 方 費

地 方 費

公 債 費
122,064

国 費 15,499

地 方 費 41,029

地 方 費

国 費 89,135

地 方 費 113,221

国 費 26,994

地 方 費 25,498

直轄事業負担金 5,612

95,979

138,950

地 方 費

2
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その他

公債費

投資的経費

社会保障関係費等
の一般行政経費

給与関係経費

歳出のピーク

地方財政計画の歳出の推移

近年の地方財政計画の歳出は、高齢化の進行等により社会保障関係費（一般行政経費に計上）が増加する一方で、
給与関係経費や投資的経費が減少していることから、全体としては抑制基調にある。
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3,282 3,278 3,274 3,267 

3,249 
3,232 

3,204 

3,172 

3,144 

3,117 

3,084 

3,042 

2,998 

2,951 

2,899 

2,855 

2,814 

2,789 
2,769 

2,752 2,744 2,738 2,737 2,743 

2,700

2,760

2,820

2,880

2,940

3,000

3,060

3,120

3,180

3,240

3,300

６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９
（年）

（単位：千人）

▲５４万人（▲１６％）
（H29 対平成６年比）

○ 平成２９年の総職員数は、対前年比で約５千人増加し、約２７４万人。
平成６年をピークとして平成７年から減少してきたが、２３年ぶりに増加。

〔対平成６年比で約▲５４万人（▲１６％）〕

地方公共団体の総職員数の推移（平成６年～平成２９年）

（H17～H22）集中改革プランにより約２３万人の減

(H6)総職員数最大

地方公務員の総職員数の推移
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（兆円）

0

5

10

15

20

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

投資（単独）

投資（補助）

投資的経費の推移

○ 投資的経費（単独）は、国の予算の動向や地方団体の決算の状況を踏まえ枠として計上。

○ 投資的経費（補助）はピーク時（Ｈ９：１１．０兆円）から約１／２（Ｈ３０：５．８兆円）に、投資的経費（単独）は
ピーク時（Ｈ８：２０．１兆円）から約１／４（Ｈ３０：５．８兆円）に減少。
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（兆円）

5

10

15

20

25

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

一行（補助・国保）

一行（単独）

一般行政経費の推移

○ 一般行政経費（単独）は、国の法令等に基づき実施が義務付けられているが、実施手法等が地方団体に委

ねられている事業に係る経費や、地方団体が地域の実情に応じ、自主性・主体性を発揮して課題解決に取り

組むための経費。そのため、地方団体の自主性を尊重する観点から、国の予算の動向や地方団体の決算の

状況を踏まえ枠として計上。

○ 近年、一般行政経費（単独）はほぼ横ばいであるが、一般行政経費（補助）は国の予算に伴い増加。
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（注１）ＧＤＰは、平成28年度までは実績値、平成29年度及び30年度は政府見通しによる。
（注２）東日本大震災からの復興のために実施する施策に必要な財源として発行される復興債（平成23年度は一般会計において、平成24年度以降は東日本大震災復興特別会計において負担。

平成23年度末：10.7兆円、平成24年度末：10.3兆円、平成25年度末：9.0兆円、平成26年度末：8.3兆円、平成27年度末：5.9兆円、平成28年度末：6.7兆円、平成29年度末：6.4兆円、
平成30年度末：5.8兆円）及び、基礎年金国庫負担２分の１を実現する財源を調達するための年金特例公債（平成24年度末：2.6兆円、平成25年度末：5.2兆円、平成26年度末：4.9兆円、
平成27年度末：4.6兆円、平成28年度末：4.4兆円、平成29年度末：4.1兆円、平成30年度末：3.9兆円）を普通国債残高に含めている。

（注３）平成28年度末までの（ ）内の値は翌年度借換のための前倒債発行額を除いた計数。平成29・30年度末の（ ）内の値は、翌年度借換のための前倒債限度額を除いた計数。
（注４）交付税及び譲与税配付金特別会計の借入金については、その償還の負担分に応じて、国と地方に分割して計上している。なお、平成19年度初をもってそれまでの国負担分

借入金残高の全額を一般会計に承継したため、平成19年度末以降の同特会の借入金残高は全額地方負担分（平成30年度末で32兆円程度）である。
（注５）平成29年度以降は、地方は地方債計画等に基づく見込み。
（注６）このほか、平成30年度末の財政投融資特別会計国債残高は94兆円程度。

国及び地方の長期債務残高

平成元年度末
（1989年度末）
＜ 実 績 ＞

平成5年度末
（1993年度末）
＜ 実 績 ＞

平成10年度末
（1998年度末）
＜ 実 績 ＞

平成15年度末
（2003年度末）
＜ 実 績 ＞

平成20年度末
（2008年度末）
＜ 実 績 ＞

平成25年度末
（2013年度末）
＜ 実 績 ＞

平成26年度末
（2014年度末）
＜ 実 績 ＞

平成27年度末
（2015年度末）
＜ 実 績 ＞

平成28年度末
（2016年度末）
＜ 実 績 ＞

平成29年度末
（2017年度末）
＜実績見込 ＞

平成30年度末
（2018年度末）
＜ 予 算 ＞

国
188
（188）

242
（239）

390
（387）

493
（484）

573
（568）

770
（747）

800
（772）

834
（792）

859
（815）

893
（837）

915
（860）

普通国債
残高

161
（160）

193
（190）

295
（293）

457
（448）

546
（541）

744
（721）

774
（746）

805
（764）

831
（786）

864
（808）

883
（828）

対ＧＤＰ
比

39%
（39%）

40%
（39%）

56%
（56%）

88%
（87%）

107%
（106%）

147%
（142%）

149%
（144%）

151%
（143%）

154%
（146%）

157%
（147%）

156%
（147%）

地方 66 91 163 198 197 201 201 199 197 195 192

対ＧＤＰ
比

16% 19% 31% 38% 39% 40% 39% 37% 37% 35% 34%

国・地方
合計

254
（253）

333
（330）

553
（550）

692
（683）

770
（765）

972
（949）

1,001
（972）

1,033
（991）

1,056
（1,012）

1,087
（1,031）

1,108
（1,053）

対ＧＤＰ
比

61%
（61%）

69%
（68%）

105%
（105%）

134%
（132%）

151%
（150%）

192%
（187%）

193%
（188%）

193%
（186%）

196%
（188%）

198%
（187%）

196%
（187%）

（単位：兆円程度）

7

※１ 地方の借入金残高は、平成28年度までは決算ベース、平成29年度・平成30年度は実績見込み。
※２ ＧＤＰは、平成28年度までは実績値、平成29年度は実績見込み、平成30年度は政府見通しによる。
※３ 表示未満は四捨五入をしている。

地方財政の借入金残高の状況

52 53 54 

93 90 88 

20 19 19 

32 32 32 

66 67 70

79

91

106

125

139

150

163

174
181

188
193

198 201 201 200 199 197 199 200 200 201 201 201 199 197 195 
192 

34.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

0

50

100

150

200

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

交付税特会借入金残高（地方負担分）

公営企業債残高（普通会計負担分）

臨財債除く地方債残高

臨財債

地方の借入金残高(企業会計負担分を除く)/GDP

兆円

年度

（参考）公営企業債残高（企業会計負担分）の状況

年度 H元 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
公営企業
債残高 19 20 21 22 24 25 26 28 29 30 31 32 33 33 33 33 32 32 31 30 30 29 28 27 26 25 25 24 23 22

（単位：兆円）
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基金残高の変動状況

平成28年度末 平成18年度末 増加額 増加率

基金総額 21兆5,466億円 13兆6,022億円 7兆9,444億円 58.4%

都道府県 6兆9,772億円 3兆8,768億円 3兆1,004億円 80.0%

市町村 14兆5,695億円 9兆7,254億円 4兆8,440億円 49.8%

○ 平成18年度末と平成28年度末の地方公共団体の基金残高（東日本大震災分を除く。）を比較すると、平成18年度末は13.6兆円、平成
28年度末は21.5兆円であり、7.9兆円の増加となっている。

※四捨五入しているため、内訳の合計が「基金総額」に合わない場合がある。

9

増加要因 交付団体 不交付団体

制度的要因 ２．１ ０．１

国の施策に基づく基金の増加 ０．５ ０．１

合併に伴う特例措置終了への備え等 １．７ ０．０

将来の歳入減少・歳出増加への備え ３．１ ２．５

法人関係税等の変動 ０．５ ０．３

人口減少による税収減 ０．３ ０．０

公共施設の老朽化等 １．０ １．１

災害 ０．６ ０．３

社会保障経費の増大 ０．３ ０．４

その他 ０．４ ０．４

計 ５．３ ２．７

○ 基金積立ての方策

→ 多くの団体が、行革、経費節減により捻出

○ 現在の基金残高の水準（残高／標準財政規模）

→ 東京都及び特別区を除き、平成に入ってからの
平均とほぼ同じであり、近年は横ばいで推移

○ 中期的（３～５年）な増減見込

→ 具体的な回答のあった基金で、△２．６兆円

（単位：兆円）

○ 地方団体は、行革努力を行いつつ、様々な地域の実情を踏まえて、基金を積み立てており、基金残高を理由に、

地方財源を削減することは妥当ではない。

○ 基金の調査結果を踏まえ、以下の対応を推進。

○ 地方における行政サービス改革を推進するとともに、重要課題に適切に対応しつつ、内政を安定的に運営して

いくため、一般財源総額の確保をはじめ、地方の安定的な税財政基盤を確保。

◆ 地方の将来不安を取り除くためには、本来的には、法定率の引上げなどによる地方税財源の安定化が望ましい。

◆ 不交付団体の増加額が全体の１／３を占めており、偏在性が小さく、税収が安定的な地方税体系を構築。

◆ 交付団体においても、老朽化対策など真に必要な事業は、適宜、適切に実施していける環境を整備。

＜（３）基金の調査結果の概要＞

今後の方向性

残高増加（Ｈ１８年度－Ｈ２８年度７．９兆円）の要因

２．地方における行政サービス改革の推進と安定的な税財政基盤の確保 ②

平成29年第15回経済財政諮問会議 野田議員提出資料（抜粋）
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平成30年度の地方財政対策

平成30年度地方財政計画のポイント①

（１） 一般財源総額の確保等

・ 一般財源総額について、子ども・子育て支援等の社会保障関係費やまち・ひと・しごと創生事業費
1.0 兆円（前年度同額）等の歳出を適切に計上すること等により、前年度を上回る62.1 兆円を確保

・ 精算減（平成28 年度国税決算分）の繰延べ、地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準

備金の活用等により地方交付税の原資をできる限り確保し、地方交付税（交付ベース）について
16.0兆円を確保

・ 臨時財政対策債を前年度比▲0.1 兆円抑制

（参考：概算要求時点）
地方交付税：15.9兆円（前年度比▲0.4兆円） 臨時財政対策債：4.6兆円（同＋0.5兆円）

一般財源総額 62.1兆円（前年度比＋0.04兆円、前年度 62.1兆円）
一般財源総額（水準超経費除き） 60.3 兆円（同＋0.01兆円、 同 60.3兆円）
・地方税 39.4 兆円（前年度比＋0.4 兆円、前年度 39.1兆円）
・地方譲与税･地方特例交付金 2.7 兆円（ 同 ＋0.1 兆円、 同 2.7兆円）
・地方交付税 16.0 兆円（ 同 ▲0.3 兆円、 同 16.3兆円）
・臨時財政対策債 4.0  兆円（ 同 ▲0.1 兆円、 同 4.0兆円）

※端数処理のため合計が一致しない場合がある

１．通常収支分
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平成30年度地方財政計画のポイント②

（２） 公共施設等の適正管理の推進等

・ 公共施設等の老朽化対策をはじめ適正管理を推進するため、「公共施設等適正管理推進事業
費」について、河川、港湾等の長寿命化事業やユニバーサルデザイン化事業を対象に追加するな
ど内容を拡充するとともに、事業費を増額し、0.5兆円を計上（前年度比＋0.1 兆円）

（３） 歳出特別枠の見直し

・ 平成26 年度から行ってきた平時モードへの切替えを進めるため、公共施設等の老朽化対策・維
持補修のための経費や社会保障関係の地方単独事業費の増に対応した歳出を0.2 兆円確保した
上で、歳出特別枠（前年度0.2 兆円）を廃止

○震災復興特別交付税

東日本大震災の復旧・復興事業等の財源として震災復興特別交付税0.4 兆円（前年度比▲0.0 兆円）
を確保

２．東日本大震災分

12

平成30年度地方財政計画のポイント③

歳入歳出の概要

区 分
30年度

A

29年度

B

増減額

C＝A－B

増減率

C/B

歳

入

地方税

地方譲与税

地方特例交付金

地方交付税

国庫支出金

地方債

臨時財政対策債

臨時財政対策債以外

使用料及び手数料

雑収入

その他

39.4

2.6

0.2

16.0

13.7

9.2

4.0

5.2

1.6

4.3

▲ 0.0

39.1

2.5

0.1

16.3

13.5

9.2

4.0

5.1

1.6

4.2

▲ 0.0

0.4

0.0

0.0

▲ 0.3

0.1

0.0

▲ 0.1

0.1

▲ 0.0

0.1

▲ 0.0

0.9

1.5

16.3

▲ 2.0

0.8

0.3

▲ 1.5

1.7

▲ 0.6

1.2

26.8

計 86.9 86.6 0.3 0.3

一 般 財 源

（水準超経費を除く）

62.1

60.3

62.1

60.3

0.0

0.0

0.1

0.0

区 分
30年度

A

29年度

B

増減額

C＝A－B

増減率

C/B

歳

出

給与関係経費

一般行政経費

うち 補助

うち 単独

うち まち・ひと・しごと創生

事業費

うち 重点課題対応分

地域経済基盤強化・雇用等対策費

公債費

維持補修費

投資的経費

直轄・補助

単独

うち 緊急防災・減災事業費

うち 公共施設等適正管理

推進事業費

公営企業繰出金

水準超経費

20.3

37.1

20.2

14.1

1.0

0.3

-

12.2

1.3

11.6

5.8

5.8

0.5

0.5

2.6

1.8

20.3

36.6

19.8

14.0

1.0

0.3

0.2

12.6

1.3

11.4

5.7

5.6

0.5

0.4

2.5

1.8

▲ 0.0

0.5

0.5

0.0

0.0

0.0

▲ 0.2

▲ 0.4

0.0

0.3

0.1

0.2

0.0

0.1

0.0

0.0

▲ 0.0

1.3

2.3

0.3

0.0

0.0

皆減

▲ 3.0

3.6

2.3

1.5

3.2

0.0

37.1

1.3

1.7

計 86.9 86.6 0.3 0.3

※ 表示単位未満四捨五入の関係で積上げと合計が一致しない場合がある。

（単位：兆円、％）通常収支分
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（単位：兆円）

歳出

86.9兆円
（+0.3兆円）

給与関係経費
20.3

（▲0.0）

歳入

86.9兆円
(+0.3兆円)

一般行政経費
37.1 (+0.5)

投資的
経 費

11.6
（＋0.3）

地方税・地方譲与税等
42.1

(+0.4)

国 庫
支出金

13.7
(+0.1)

地方一般財源総額 ㉚ 62.1兆円（＋0.04兆円）

地方
債等
11.1

（＋0.1）

国・地方で折半

地方交付税

16.0
(▲0.3)

3.8
(+0.4)

元
利

償
還
分
等

臨
時
財
政

対
策
債

臨時財政
対策債

折半分
0.2

(▲0.5)

※（ ）内は平成29年度当初からの増減額

臨時財政
対策加算

0.2
(▲0.5)

その他

5.7
(+0.1)

うち まち・ひと・しごと 創生事業費 1.0（同額）
うち 重点課題対応分 0.3（同額）

平成３０年度地方財政収支

公債費
12.2

(▲0.4)

＜参考＞財源不足額 ㉚6.2兆円（▲0.8兆円）

臨時財政対策債発行額 ㉚4.0兆円（▲0.1兆円）

折半対象財源不足額 ㉚0.3兆円（▲1.0兆円）

14

地方国

０．６兆円

【▲０．２兆円】

交付税特別会計国の一般会計

【▲０．１兆円】

１５．４兆円

【▲０．３兆円】

１６．０兆円

交 付 額

（※）【 】内は平成２９年度地方財政計画からの増減額

交付税特会への

「入口」ベース

【▲０．３兆円】

・ 特会剰余金の活用

・地方公共団体金融機構の公庫
債権金利変動準備金の活用

０．４兆円
【前年同額】

（※）表示単位未満四捨五入の関係で積上げと合計が一致しない場合がある

０．１兆円

平成３０年度 地方交付税の姿

＋

【＋０．０兆円】

・ 特会借入金の元利償還金

▲０．５兆円

・臨時財政対策債

４．０兆円

【▲０．１兆円】

交付税特会からの

「出口」ベース

・交付税法定率分等

１５．０兆円

【＋０．２兆円】

【皆増】

０．２兆円

・Ｈ２８年度国税決算に伴う
精算分の繰延べ

【▲０．５兆円】

０．２兆円

・臨時財政対策加算

【＋０．０兆円】

・ 地方法人税

０．７兆円
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公共施設等の老朽化対策をはじめ適正管理を推進するため、「公共施設等適正管理推進事業費」について、長寿命化

事業の対象を拡充するとともに、ユニバーサルデザイン化に要する経費を追加するなど内容を充実し、地方財政計画の

計上額を３，５００億円から４，８００億円に増額。

公共施設等の適正管理の推進

概 要

平成２９年度 公共施設等適正管理推進事業費 （ ３，５００億円 ）

（対象事業）
①集約化・複合化事業 ②長寿命化事業 ⅰ）公共用建物

ⅱ）社会基盤施設（道路・農業水利施設）

③転用事業 ④立地適正化事業 ⑤市町村役場機能緊急保全事業 ⑥除却事業

※このほか、公共施設等適正管理推進事業に伴い増加が見込まれる公共施設等の維持補修に要する経費を２５０億円増額

平成３０年度 公共施設等適正管理推進事業費 （ ４，８００億円 ）

（対象事業）下線の事業を追加
①集約化・複合化事業
②長寿命化事業 ⅰ）公共用建物

ⅱ）社会基盤施設（道路・農業水利施設・河川管理施設・砂防関係施設・海岸保全施設・
治山施設・港湾施設・漁港施設・農道）

③転用事業
④立地適正化事業
⑤ユニバーサルデザイン化事業：公共施設等のユニバーサルデザイン化のための改修事業

⑥市町村役場機能緊急保全事業
⑦除却事業

（事業期間） 平成３３年度まで
※ 市町村役場機能緊急保全事業は緊急防災・減災事業の期間と合わせ平成３２年度まで
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平成29年度に創設した「公共施設等適正管理推進事業債」について、長寿命化事業の対象を拡充するとともに、ユニバーサルデザイン化に要する

経費を追加するなど内容を充実。あわせて、長寿命化、転用、立地適正化、ユニバーサルデザイン化事業について、財政力が弱い団体であっても必

要な取組を着実に実施できるよう、財政力に応じて交付税措置率を引上げ。

〈対象事業〉延床面積の減少を伴う集約化・複合化事業 〈充当率等〉充当率 ： ９０％、交付税措置率 ： ５０％

①集約化・複合化事業

公共施設等の適正管理に係る地方債措置の拡充

充当率 ： ９０％

⑦除却事業

〈対象事業〉他用途への転用事業
〈充当率等〉充当率： ９０％、交付税措置率 ： ３０％（財政力に応じて３０～５０％）

③転用事業

〈対象事業〉
【公共用の建築物】 施設（義務教育施設を含む）の使用年数を法定耐用年数を超えて延伸させる事業
【社会基盤施設（道路・農業水利施設・河川管理施設・砂防関係施設・海岸保全施設・治山施設・港湾施設・漁港施設・農道）】
所管省庁が示す管理方針に基づき実施される事業

〈充当率等〉充当率 ： ９０％、交付税措置率 ： ３０％（財政力に応じて３０～５０％（注））

②長寿命化事業

〈対象事業〉コンパクトシティの形成に向けた長期的なまちづくりの視点に基づく事業
〈充当率等〉充当率 ： ９０％、交付税措置率 ： ３０％（財政力に応じて３０～５０％）

④立地適正化事業

〈対象事業〉昭和56年の新耐震基準導入前に建設され、耐震化が未実施の市町村の本庁舎の建替え事業等

〈充当率等〉充当率 ： ９０％（交付税措置対象分７５％）、交付税措置率 ： ３０％ ※地方債の充当残については、基金の活用が基本

⑥市町村役場機能緊急保全事業

（期間：平成29年度から平成33年度まで（⑥は平成32年度まで））

※①～⑦全て公共施設等総合管理計画に基づき行われる事業で、⑦を除き、個別施設計画等に位置付

けられた事業が対象

公共施設等適正管理推進事業債

〈対象事業〉公共施設等のユニバーサルデザイン化のための改修事業
〈充当率等〉充当率 ： ９０％、交付税措置率 ： ３０％（財政力に応じて３０～５０％（注））

⑤ユニバーサルデザイン化事業【新規】

（注）義務教育施設の大規模改造事業に係る事業については、地方負担額に対する交付税措置率が、学校教育施設等整備事業債における義務教育施設の

大規模改造事業（地方単独事業）に係る当該値を下回らないよう設定

※下線部分をH30年度より追加
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今後の課題

▲ 1.2

▲ 2.8

▲ 7.3

▲ 6.3 ▲ 6.4
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0

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

2020年度の目標
黒字化

2015年度の目標
（▲ 3.3%）達成

2010年度 2015年度 2020年度(目標) 2020年度(見込)

プライマリーバランス
（対GDP比）

▲31.5兆円
［▲6.3％］

▲15.3兆円
［▲2.9％］

黒字化
▲10.8兆円
［▲1.8％］

財政健全化については、基礎的財政収支（プライマリーバランス）の黒字化を目指すという目標を堅持し、同時に債務
残高対ＧＤＰ比の安定的な引下げを目指す。この目標の達成に向け、これまでの経済・財政一体改革の取組を精査した
上で、本年の「経済財政運営と改革の基本方針」において、プライマリーバランスの黒字化の達成時期及びその裏付け
となる具体的な計画を示す。（「平成30年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」（H30.1.22閣議決定・抜粋））

（推計値）

国・地方のプライマリーバランス（対GDP比）の推移と財政健全化目標
（「中長期の経済財政に関する試算」（平成30年1月23日内閣府）の「成長実現ケース」）

（実績値）

国・地方プライマリーバランスの財政健全化目標

2018年度の目標
（▲ 1.0%）
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※ 地方財政計画ベース
※ 三位一体改革において、平成１８年度に、国税から地方税へ約３兆円の税源移譲が行われた
※ （ ）書きの数値は、水準超経費除きの交付団体ベース
※ 平成２４年度以降の地方税・地方譲与税等は、復旧・復興事業及び全国防災事業の一般財源充当分を含んだ額

（兆円）

（年度）

34.6 35.4 37.2 39.9 41.4 41.6 38.1 34.8 36.0 36.0 36.5 37.9 40.3 41.2 41.7 42.1

18.1 16.9
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15.8

16.9 17.4 17.5 17.1 16.9
16.8 16.7 16.3 16.0

5.9 4.2 3.2 2.9 2.6 2.8
5.1 7.7 6.2 6.1 6.2 5.6 4.5 3.8 4.0 4.0

58.5 56.5 57.4 58.7 59.2 59.9 59.1 59.4 59.5 59.6 59.8 60.4 61.5 61.7 62.1 62.1
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H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

地方税・地方譲与税等 地方交付税 臨時財政対策債

（56.3） （56.9） （58.8） （58.8） （59.0） （59.4） （60.2）（57.4） （57.8）（57.2） （59.0）
（55.8）（58.0）

地方一般財源総額①

（60.2） （60.3）（60.3）
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地方一般財源総額②

地方財政についても、地方財政の安定的な運営の観点を踏まえ、国の歳出の取組と基調を合わせつつ、交付団体を始め地方の安定的な

財政運営に必要となる地方の一般財源の総額については、平成26年度及び平成27年度において、平成25年度地方財政計画の水準を下

回らないよう実質的に同水準を確保する（※）。

※東日本大震災に充てられる一般財源を除く。

○中期財政計画（平成25年8月8日閣議了解・抜粋）

○財政運営戦略（平成22年6月22日閣議決定・抜粋）

２．（５）の基本ルール（※）を踏まえ、地方歳出についても国の歳出の取組と基調を合わせつつ、交付団体始め地方の安定的な財政運営

に必要となる地方の一般財源の総額については、上記期間（Ｈ２３～Ｈ２５）中、平成22年度の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保

する。

＜平成23年度～平成25年度＞

※財政の健全化については、まず、国が本戦略に則り改革に取り組んでいくことはもとより、公経済を担う国及び地方公共団体が相協力しつつ行うことが必

要である。地方公共団体に対し、上記の国の財政運営の基本ルールに準じつつ財政の健全な運営に努めるよう要請するとともに、国は、地方財政の自

主的かつ安定的な運営に配慮し、その自律性を損ない、又は地方公共団体に負担を転嫁するような施策を行ってはならない。

＜平成26年度・平成27年度＞

＜平成28年度～平成30年度＞

○経済財政運営と改革の基本方針２０１５（平成27年6月30日閣議決定・抜粋）

国の一般歳出の水準の目安については、安倍内閣のこれまでの３年間の取組では一般歳出の総額の実質的な増加が1.6兆円程度となっ

ていること、経済・物価動向等を踏まえ、その基調を2018年度（平成30年度）まで継続させていくこととする。地方の歳出水準については、国

の一般歳出の取組と基調を合わせつつ、交付団体をはじめ地方の安定的な財政運営に必要となる一般財源の総額について、2018年度

（平成30年度）までにおいて、2015年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保する。
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経済財政諮問会議の開催状況等

H30.3.29 第３回 経済財政諮問会議
・「経済・財政一体改革の中間評価」、

「社会保障及び社会資本整備に関する中長期展望と政策対応について」

H30.4.12 第４回 経済財政諮問会議
・「経済・財政一体改革（社会保障、社会資本整備）」

H30.4.24 第５回 経済財政諮問会議
・「経済・財政一体改革（地方行財政、教育）」

H30.5.21 第６回 経済財政諮問会議
・「経済・財政一体改革（社会保障、インセンティブ改革、見える化、横展開等）」

＜参考＞ 昨年度の日程

5.23 骨太方針骨子案

6. 2 骨太方針素案

6. 9 骨太方針閣議決定
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１

○ これまで「経済財政再⽣計画」を踏まえ、必要な⼀般財源総額を確保しつつ、
地域経済の再⽣や⾏財政改⾰に取り組んできた結果、地⽅の財源不⾜は⼤幅に縮⼩したものの、
なお巨額の財源不⾜が⽣じている。

経済再⽣と財政健全化の両⽴

落ち着いて、やさしく、持続可能な社会の実現

※財源不⾜額：㉔１３．７兆円 ⇒ ㉚６．２兆円

※地⽅交付税について、財源調整機能と財源保障機能が適切に発揮されるよう総額を適切に確保するとともに、
地⽅の財源不⾜を縮⼩し、臨時財政対策債に頼らない財務体質を⽬指す等、財政健全化を推進

そのためにも、地⽅の不安を取り除き、地⽅団体が予⾒可能性を持ちながら、計画的な
財政運営を⾏うことができるよう、⼀般財源総額を安定的に確保することが不可⽋。

○ 今後も、歳出について国の取組と基調を合わせつつ、次ページ以降に記述する改⾰等に
取り組むことにより、地域経済の再⽣と地⽅財政の健全化を推進し、国・地⽅を合わせた
PB⿊字化に繋げていく。

○ 我が国が直⾯する最⼤の危機である少⼦化・⼈⼝減少に対応するためには、
⼥性や障害者をはじめ、すべての⽅々が⼒を発揮できる「暮らしやすく働きやすい社会」の実現
が必要。

○ その基盤として、個性と活⼒ある地域経済と持続可能な財政を実現することが重要。

「⾃治体戦略2040構想研究会」において、医療、介護、教育、雇⽤、インフラなど、
2040年頃の内政上の課題を整理。⻑期⾒通しから逆算して、今後必要となる施策を検討。

平 成 3 0 年 4 月 2 4 日
経 済 財 政 諮 問 会 議
野田議員提出資料（抜粋）
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１．地域経済再生への取組～暮らしやすく働きやすい社会の実現へ

（１）地域の資源を「賢く」活用

○ 自治体ポイントによる地域産物等の販売促進(キャッシュレス)
(「自治体ポイント管理クラウド」とマイナンバーカードの活用）

・キャッシュレスのための財源（自治体ポイント）
- 休眠ポイント（クレジットカードのポイントやマイレージ等）
- 各自治体の健康ポイント等

○ さらに、地域のキャッシュレス経済を活性化させるため、国の
施策（特例的な自治体ポイント）を検討
（参考資料を参照）

キャッシュレスによる新しい地域経済好循環拡大サイクルの創造 ○ 「テレワーク・デイズ」等の取組を通じて
「テレワーク」等も活用した「働き方改革」を推進し、
生産性とワークライフバランスの満足度を向上。

○ フェアな仕組みを構築し、「指導的立場に就く女性割合の
向上」など、意思決定過程への女性の参画を推進。

○ 「地域女性活躍推進交付金」により、女性の雇用創出等に
つながる地域の実情に応じた取組を推進。

○ 公共施設等の「ユニバーサルデザイン化」の推進により、
全ての人にやさしいユニバーサル社会を構築。

○ ふるさと納税の資金を活用し、地域に「人」を呼び込む
「ふるさと起業家支援プロジェクト」「ふるさと移住交流促進
プロジェクト」により、地方公共団体の取組を積極的に後押し。

○ 地方財政計画に「まち・ひと・しごと創生事業費」を計上。
(平成30年度：１兆円）

（４）自主的・主体的な地方創生の取組を支援

○ ローカル10,000プロジェクトの更なる活用
・地域の資源と資金を活用した事業の立ち上げを強力に後押し。

○ 地方公共団体を核とした分散型エネルギーシステム構築の強力な推進
・分散型エネルギーシステム構築の全国展開

- 全国各地での分散型エネルギーシステムの構築に向けた機運醸成
（「分散型エネルギーアドバイザー」（仮称）の創設等）
- 地方公共団体向けスタートアップ窓口の構築

・関係各省と連携した「総務省事業化ワンストップ相談窓口」による
伴走支援の強化
- 事業化に向けた現場での取組みと専門的アドバイスが可能な人材
のマッチングの支援（地域おこし企業人等）

- 事業化にあたってのハードルを整理（マニュアルの整備等）。

○ コミュニティを支える人材の拡充
・地域おこし協力隊の隊員数の拡充、定住・定着の推進

- 応募者の裾野の拡大（シニア層、在住外国人等）
- 「おためし地域おこし協力隊」（仮称）の創設
- 任期終了後の事業承継・就農等の支援
- 隊員OB・OGによるサポート体制の構築

・地域づくりの担い手として、「関係人口」（移住ではなく、
地域と多様に関わる者）の創出を推進。

○ コミュニティにおける新たな「共助」の仕組みの構築
・シェアリングエコノミーを活用した地域課題の解決等を推進。
・地域運営組織による持続可能な地域づくりを推進。

地域資源を活用した地域の雇用創出と消費拡大の推進

（２）一人ひとりが力を発揮できる環境づくりを支援

（３）コミュニティの力を高める

平 成 3 0 年 4 月 2 4 日
経 済 財 政 諮 問 会 議
野田議員提出資料（抜粋）
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○ 下水道・簡易水道について、人口３万人未満の団体において
も公営企業会計の適用が一層推進されるよう、新たなロード
マップを年内に策定。

２．地方行財政改革の推進①

○ 地方団体の基金について公表情報の充実を図るよう要請して
おり、平成29年度決算からの実施を促進。

○ 地方単独事業（ソフト）の決算について実態把握と「見える
化」を推進（検討会を本年５月に設置）。

小規模団体における公営企業会計適用の推進

基金、地方単独事業（ソフト）の見える化

新たな業務改革プロジェクトの創設

自治体行政スマートプロジェクト（仮称）の創設

（１）「見える化」の推進 （２）先進・優良事例の横展開

＜公営企業会計適用進捗状況＞
団体の区分 下水道 簡易水道

３万人以上の団体 98.8% 92.6%
３万人未満の団体 24.8% 42.0%

（平成29年4月1日時点）

※「適用済」又は「適用に取組中」である団体の割合

地方公会計の資産管理向上等への活用

○ 地方公会計について、平成29年度までにほとんどの団体で整
備されており、平成30年度以降、団体間の比較や指標による分
析等により、資産管理や予算編成等への活用を推進。

※ 公共施設等総合管理計画に関連する「見える化」については（３）において記述している。

※ 地方公会計の整備：平成27年度から平成29年度までの３年間で、統一的な基準に基づき、固定
資産台帳と複式簿記の導入を前提とした財務書類を作成。平成29年度まで
に1,747団体（97.7％）が作成完了予定（平成30年１月末時点）。

団体間比較により、
業務プロセスを標準化

自動化を組み入れ、
職員の作業量を削減

標準的かつ効率的な業務
プロセス・モデルの形成

仕
分
け

仕
分
け

集

計

集

計

チ
ェ
ッ
ク

出

力

現
在

将
来

プロセスの省力化

出

力

デ
ー
タ

入
力

デ
ー
タ

入
力

＜業務プロセスの自動化・省力化のイメージ＞

例（ソフトウェアによる自動処理）

職員の手作業で実施

○ 本格的な人口減少社会となる2040年頃を見据え、希少化する
人的資源を本来注力するべき業務に振り向けるため、自治体の
業務のあり方そのものを刷新することが必要。

○ 窓口業務等に限定せず、自治体行政の様々な分野で、団体間
比較を行いつつ、ＩＣＴやＡＩ等を活用した標準的かつ効率的
な業務プロセスを構築するプロジェクトを創設。

民間委託、クラウド化等の推進

○ これまで推進してきた民間委託、クラウド化等のＩＣＴ化・
業務改革を引き続き推進。クラウド化については、平成30年度
早期に市区町村のクラウド導入団体数に係る新たな目標を設定。
※ 現在のクラウド導入市区町村数(平成29年度末)：1,013団体（目標：約1,000団体）

平 成 3 0 年 4 月 2 4 日
経 済 財 政 諮 問 会 議
野田議員提出資料（抜粋）
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（３）効率化に資する賢い投資を推進

公共施設等総合管理計画に基づく賢い投資を推進
○ 公共施設等総合管理計画に基づき、関係省庁と連携して早期

の個別施設計画の策定を促し、長寿命化、集約化・複合化等
により、中長期的に経費の軽減・平準化につながる適正管理
を推進。

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度～

２．地方行財政改革の推進②

＜イメージ＞

個別施設計画の策定（～平成32年度）

公共施設等総合管理計画の策定 平成29年９月30日時点
99.4%の団体で策定済

主な個別施設計画の策定状況（※）
道路(橋梁)：65％、河川88％、農業水利施設：62％、福祉分野：17％、学校施設：４％

公共施設等の適正管理に取り組むことによる効果額の見える化 ＜イメージ＞

○ 公共施設等総合管理計画について、中長期的な維持管理・更新
費の見通しの精緻化を促進するとともに、平成33年度までに、
適正管理に取り組むことによる効果額を示すよう要請。
※平成32年度までに個別施設計画を策定することとしており、これを踏まえて効果額等を算出。

(※)策定状況は平成29年4月1日時点（ただし、道路(橋梁)、河川は平成28年度末時点）

（４）税源の偏在性が小さく、税収が安定的な地方税体系の構築

地方税源の偏在是正に向けた取組

(※)平成28年度決算額。人口一人当たりの税収額に係る最大の都道府県と最小の都道府県の倍率。
人口一人当たりの地方税収の格差(※)： 地方税全体 ２．４倍 地方法人二税 ６．１倍

○ 地方法人課税における税源の偏在を是正する新たな措置につい
て検討し、平成31年度税制改正において結論を得る。

○ 地方創生の推進と一億総活躍社会の実現に向け、税源の豊かな地
方団体のみが発展するのではなく、都市も地方も支え合い、共に持
続可能な形で発展をしていくため、新たに抜本的な取組が必要。

○ 近年、経済再生への取組により地方税収が全体として増加する
中で、地域間の財政力格差は再び拡大する傾向。

〔今後30年間の経費〕

維持・更新等に
要している経費

･･･既存施設を
単純更新した場合 150億円／年

･･･長寿命化等の対策
を反映した場合 130億円／年

20億円／年
100億円/年

〔現在(例:過去５年平均)〕 〔効果額〕

水道・下水道の広域化等の推進

○ 大規模な投資を必要とするライフラインである水道・下水道
について、広域化の推進を含め、事業の持続的経営を確保する
ための方策等を検討する研究会（※）を立ち上げており、具体的
な方針を年内に策定。
（※）水道財政のあり方に関する研究会、下水道財政のあり方に関する研究会

＜施設の老朽化＞＜人口減少に伴う有収水量の減少＞

14,179 

13,755 
13,524 

13,000

13,500

14,000

14,500

2010 2013 2016

水道の有収水量の推移

5,537 
6,560 

7,818 

3,000

5,000

7,000

9,000

2010 2013 2016

水道の更新投資額の推移（億円）（百万㎥）

平 成 3 0 年 4 月 2 4 日
経 済 財 政 諮 問 会 議
野田議員提出資料（抜粋）
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自治体ポイント管理クラウド
(キャッシュレス化を推進する決済インフラ)

・マイキープラットフォーム（本人確認）
・印刷費等の事務コストは発生しない

自治体の経済活性化プラン
の策定

（当該自治体の中で確実に消費が拡大する仕
組みづくり）
・自治体ポイントの設定・ポイントの使途の設定

マイナンバーカードの普及
・自治体ポイントの利用
・図書館利用者カード等としての利用
・本人確認機能を活用したカード利用 等

毎年度約4,000億
円相当のポイント
のうち約３～４割
のポイントが使わ
れず(2014年度)

休眠ポイント
の活用

約1,200億円程度/年

自治体ポイント
の活用

・健康ポイント
・ボランティアポイント
・介護支援ポイント
・地域エネルギー
資源ポイント

等

↓
共生社会
実現の推進

各自治体
経済活性化プランの実行

各自治体
経済活性化プランの実行

各自治体
経済活性化プランの実行

実店舗等の売上増 公共施設、観光地の活性化
オンラインでの物産販売、

投資型クラウドファンディングの増

自治体ポイントの利用

自治体ポイントの利用

自治体ポイントの利用

クラウドサービスの利用

各自治体
クレジット
カード会社、
航空会社等

キャッシュレスによる新しい地域経済好循環拡大サイクルの創造（イメージ）

2017.9月から実証稼働中

特例的な自治体ポイント
(国の施策)の検討

地域のキャッシュレス経済の活性化

平 成 3 0 年 4 月 2 4 日
経 済 財 政 諮 問 会 議
野田議員提出資料（抜粋）
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民間議員からの提言に関する考え方①

＜全般的事項＞
○ 地方行財政改革の推進にあたっては、地方の意見を聞きながら丁寧に議論を進め、その内容について理解と協力

を得ることが必要。

＜１．今後３年程度の構造改革期間における地方行財政の考え方＞
（一般財源総額、国・地方のＰＢ黒字化等について）
○ 全体としては、本文１ページのとおり。
○ 一般財源総額の目安については、地方団体が予見可能性を持ちながら、計画的な財政運営を行うことができるよ

う、一般財源総額を安定的に確保するとの考え方に立つことが不可欠。
○ 「税収増を地方歳出の増加に充てるのではなく」としているが、地方歳出について国の取組と基調を合わせつつ、

地方創生や子ども・子育て支援など地域の課題への対応も含め、必要となる歳出を適切に地方財政計画に計上し、
安定的な財政運営に必要な一般財源総額を確保することが必要。

（地方財政計画と決算の比較について）
○ 地方財政計画と決算の比較については、比較可能となるよう所要の調整を行った上で、これまでも公表。
○ 国が地方単独事業の実績や効果を一義的に判断することは地方団体の自主性・自立性を損なうものであり、法令

等によって義務付けられている事業も含め、予算、決算を通じたPDCAについては地方団体が自ら行うべきもの。
なお、本文２（１）で示しているとおり、地方単独事業（ソフト）の決算について実態把握と「見える化」を推進。

（自治体の自立的かつ自由度の高い行財政運営について）
○ 地方団体が自立的かつ自由度の高い行財政運営を行うためには、本文1ページのとおり、一般財源総額を安定的に確

保することが不可欠。なお、総務省においては、「自治体戦略２０４０研究会」を設置し、将来の人口構造の変化に対
応した地方団体の行財政制度の在り方を検討。

（頑張る自治体の支援、先進事例の横展開、業務のデジタル化・標準化・広域化等について）
○ 本文３～４ページのとおり。

平 成 3 0 年 4 月 2 4 日
経 済 財 政 諮 問 会 議
野田議員提出資料（抜粋）

27

民間議員からの提言に関する考え方②

＜２．地方行財政分野における重点課題＞
（１）持続可能な地方行財政制度の構築について
○ 全体としては、本文１～４ページのとおり。

（社会福祉関連の地方財政における今後の動向の検証と対応策について）
○ 地方の社会保障関係費は、国の制度に基づく部分が大半を占めているため、地方財政における今後の動向の検証等に当

たっては、制度所管省庁における社会保障関係費の将来推計等が不可欠。

（更なる広域連携の推進方策について）
○ 広域連携については、「連携協約」や「事務の代替執行」の制度を地方自治法に設け、連携中枢都市圏等の広域連携施

策を展開するなど、あらゆる分野で連携を行う環境を整え、広域連携を推進。

（補助金、地方交付税等の財源の在り方の検討・見直し）
○ 総務省においては、「自治体戦略２０４０研究会」を設置し、将来の人口構造の変化に対応した地方団体の行財政制度

の在り方を検討。また、超過課税や法定外税は、地域の実情に応じて、各地方団体の判断と責任で実施されているもの。

（２）地方行財政改革の推進
（地方自治体の行政手続コストの削減、ＩＣＴの利活用を通じた標準化・コスト縮減について）
○ 内閣府規制改革推進会議行政手続部会において、「行政手続部会取りまとめ ～行政手続コストの削減に

向けて～」（平成29年３月29日）が取りまとめられた。地方団体の行政手続コストの削減については、各々の許認
可等を担当する省庁から地方団体に周知・支援をする必要。

○ 地方団体の手続のオンライン化については、重点的に取り組むべき手続を明示した上で、総務省として推進。行
政サービスのデジタル化・オンライン化については、まずは、当該行政サービスや制度を所管する省庁において検
討した上で、地方団体に周知・支援をする必要。

○ 行政サービス自体にＩＣＴやＡＩ等の活用を進める取組として、「自治体行政スマートプロジェクト（仮称）」
を創設。総務省としては、「プラットフォーム創設」といった制度化ではなく、ＩＣＴを活用した効率的な業務
プロセス・モデルを生み出すため、地方団体の具体的な取組を積極的に後押し。

平 成 3 0 年 4 月 2 4 日
経 済 財 政 諮 問 会 議
野田議員提出資料（抜粋）
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民間議員からの提言に関する考え方③

（水道・下水道等の広域化・小規模自治体の公営企業会計導入・成功報酬型の公民連携について）
○ 本文２（１）（３）のとおり。
○ 成功報酬型の公民連携については、政府全体の方針の下で、モデル的な取組により得られた成果の横展開等を関係省

庁と連携して推進。

（公営企業・第三セクターの経営改革について）
○ 公営企業保有施設の個別施設計画の策定については、関係省庁と連携して、策定を促進。
○ 公営企業会計に対する他会計からの繰入金については、総務省が定める繰出基準のほか、各地方団体が、地理

的・自然的条件や地域振興の必要性などそれぞれの地域の実情を踏まえて実施。総務省としても、今後とも、様々
なヒアリング等の機会を通じ、必要に応じて助言を実施。

（３）「見える化」とＰＤＣＡの徹底
○ 本文２（１）（２）のとおり。

＜その他（資料３ー１（３）頑張る大学を後押しするための財政支援のメリハリの強化）＞
（私大の公立化について）
○ 私立大学を公立化することについては、当該大学がその地域において果たしてきた役割や今後果たしていこうとする

役割、その必要性や将来に向けた見通し等を十分検討した上で、大学運営にかかる財政見通しや、地域の声も踏まえ、
住民・議会の理解を得て、判断することが必要。これまでの公立化事例についても、各設立団体において公立化の必要
性等を十分検討の上、判断されたものと認識。

○ これまでの公立化事例について設立団体の財政上の影響を分析するとともに、大学の経営見通しや設立団体の財政負
担の見通しを把握し、「見える化」する具体的方策について、文部科学省と連携して検討。

○ 地方交付税は、国が使途を制限できない一般財源であり、地方団体の自主性・自立性を確保する観点から、個別団体
の運営費交付金と基準財政需要額への算入額との対比を「見える化」することは慎重に考えるべき。

○ 公立大学への教育成果に応じた財政支援については、まず「教育成果」について文部科学省で検討することが必要。

平 成 3 0 年 4 月 2 4 日
経 済 財 政 諮 問 会 議
野田議員提出資料（抜粋）
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平成30年4月24日
経済財政諮問会議 
民間議員提出資料 
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平成30年4月24日
経済財政諮問会議 
民間議員提出資料 
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(3)インフラ・公共施設・公共交通 （①インフラ・公共施設）

社会資本の老朽化の現状 水道の有収水量の見通し

出典：内閣官房「インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議（第１回）（平成25年10月16日）」参考資料より作成
※高位、低位は、日本の将来推計人口の死亡低位出生高位（高位）、死亡高位出生低位（低位）の推計結果

※出典：厚生科学審議会 (水道事業の維持・向上に関する専門委員会)報告書

（例）小規模市町村（A町）の水道事業の見通し

H29（2027） Ｈ39（2037）
Ｈ49

（2047）

給水人口 1.2万人 1.0万人 0.8万人

供給単価
（円/㎥）

174.6 323.6 602.7

平均的な4 人
家族の料金

3,957円 7,335円 13,661円

公共施設及びインフラ資産の将来の更新費用 社会資本の維持管理・更新業務を担当する職員
数

出典：内閣官房「インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議（第１回）（平成25年10月16日）」参考資料より作成

 老朽化したインフラ・公共施設が増加する。
 人口に対し規模が過剰な公営企業は、料金が上昇するおそれがある。
 公共施設及びインフラ資産の将来の更新費用は、現状の更新費用を大きく上回る。
 小規模市町村を含め、社会資本の維持管理・更新業務を実施する体制の確保が求められる。

（総務省財務調査課 H24.3抽出調査結果）

道路 下水道

平 成 ３ ０ 年 ４ 月 ２ ６ 日
自治体戦略２０４０構想研究会
第 一 次 報 告 （ 抜 粋 ）
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・ 過去に建設された公共施設等がこれから大量に更新時期を迎える
一方で、地方公共団体の財政は依然として厳しい状況にある。

・ 人口減少等により今後の公共施設等の利用需要が変化していく。
・ 市町村合併後の施設全体の最適化を図る必要性がある。

公共施設等総合管理計画の策定 （平成26年4月22日付け総務大臣通知により策定要請） ※平成26～28年度の３年間で策定

各地方公共団体が、公共施設等の全体を把握し、長期的
視点に立って公共施設等の総合的かつ計画的な管理を
行うため、「公共施設等総合管理計画」の策定が必要。

さらに、同計画に基づき、個別施設ごとの具体的な対応
方針を定めるため、「個別施設計画」の策定が必要。

背 景

公共施設等総合管理計画及び個別施設計画の策定促進

＜公共施設等総合管理計画の内容＞
公共施設等の総合的かつ計画的な管理を行うための中期的な取組の

方向性を明らかにする計画として、所有施設等の現状や施設全体の管理
に関する基本的な方針を定めるもの。

＜公共施設等総合管理計画の策定状況＞

平成２９年９月末時点において、都道府県及び指定都市は全団体、市区町
村においても９９．４％の団体において策定が完了。

個別施設計画の策定 （「インフラ長寿命化基本計画」及び「公共施設等総合管理計画」を踏まえて策定） ※平成32年度までに策定

＜個別施設計画の内容＞
公共施設等総合管理計画に基づき、個別施設ごとの具体の対応方針を

定める計画として、点検・診断によって得られた個別施設の状態や維持管理・
更新等に係る対策※の優先順位の考え方、対策の内容や実施時期を定める
もの。

※ 維持管理・更新等に係る対策
次回の点検、修繕・更新、更新の機会を捉えた機能転換・用途変更、複合化・集約化、
廃止・撤去、耐震化等

【インフラ長寿命化計画の体系】

33

主な個別施設計画の策定状況 平成29年12月25日 インフラ老朽化対策の推進に関する
関係省庁連絡会議第５回幹事会資料（抜粋）

（注）（注） ・計画策定率については、分野により、地方公共団体所有でない施設が含まれているものもある。
・策定状況は、平成29年４月１日時点（ただし、道路、河川・ダム、砂防、海岸、下水道、港湾、公園、住宅は平成29年３月31日時点）。 34
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①地方公営企業の料金収入の推移

・人口減少等に伴い、料金収入は減少傾向にある。

②建設投資額の推移

・建設投資額は、平成11年度から連続で減少していたが、施設等の老朽化に伴い更新
需要が増大し、平成24年度から５年連続で増加傾向。
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企業債償還金

職員給与費

（百億円）
水道事業の料金収入は有収水量の減少により平成14年度をピー
クとして減少傾向。
普及段階にある下水道事業は微増しているが、今後は水道事業と
同様に減少に転じることが想定される。

（千億円）

料金収入

③水道事業・下水道事業の職員数の推移
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・民間委託など民間活用の推進等により、上下水道事業の職員数は減少傾向。

地方公営企業を取り巻く経営環境の変化
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○ 決算規模は、平成28年度決算で16兆9,339億円（対前年度△1,543億円、0.9％減少）であり、ここ数年は横ばいの傾向に
ある。（平成26年度決算は、会計基準の見直しに伴い規模が拡大）

○ 他会計繰入金は、平成28年度決算で2兆9,570億円（対前年度△1,314億円、4.3％減少）。
近年は減少傾向にあるが、繰入額が大きい事業のうち、下水道事業は減少傾向だったものがここ数年は横ばいの傾向

にあり、病院事業は横ばいの傾向にある。

地方公営企業の他会計繰入金の推移

（億円）
（億円）
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地方公営企業の決算規模の推移

地方公営企業の現状
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【管路経年化率及び管路更新率の現状】

※管路経年化率のH17以前の統計数値なし。

【水道への投資額の推移】

厚生労働省資料を一部加工

全体平均106%

管路法定耐用年数40年

平成28年度地方公営企業決算状況調査より。

水道事業の現状と課題

○ 給水人口が少ないほど、料金回収率が低くなる傾向にあり、赤字団体の割合も、給水人口が少ない団体に多い傾向がある。
○ 投資額の減少とともに、管路更新率も低下しており、耐用年数を超えた管路が増加している。
○ 今後、これまで整備された施設が大量に更新時期を迎える。

平成28年度地方公営企業決算状況調査より。 40年前

H27投資額
11,048億円

37

○ 処理区域内人口密度の低い公共下水道や集落排水、浄化槽の事業で、必要な汚水処理費用を使用料収入で賄っている
割合を示す経費回収率が低い傾向がある。

○ 小規模な団体で公営企業会計適用の取組が進んでいない。
○ 今後、処理場、管路施設などのこれまで整備された施設が大量に更新時期を迎える。

 管路施設の年度別管理延長（H27末現在）

出典：国土交通省資料

法定耐用年数５０年

 経費回収率（％）（H28年度）

注）
経費回収率：使用料単価/汚水処理原価
公共：公共下水道
人口密度：処理区域内人口密度
集落排水：農業集落排水施設、漁業集落排水施設、林業集落排水施設、簡易排水施設及び小規模集合排水処理施設
浄化槽：特定地域生活排水処理施設及び個別排水処理施設

 処理場の年度別供用箇所数（H26末現在）

公営企業会計の適用状況（下水道事業）

○人口３万人以上団体（※）（H29.4.1） ○人口３万人未満団体（H29.4.1）

・適用済 ４０．０％ ・適用済 ８．１％
・適用に取組中 ５８．８％ ・適用に取組中 １６．７％
（※）公共下水道事業及び流域下水道事業

下水道事業の現状と課題

111.5

104.8

97.7

92.4

77.1

69.0

54.9

58.1

0 20 40 60 80 100 120

公共（人口密度 100人/ha以上）

公共（人口密度 75～100人/ha）

公共（人口密度 50～75人/ha）

公共（人口密度 25～50人/ha）

公共（人口密度 25人/ha未満）

特定環境保全公共下水道

集落排水

浄化槽

38

27



経済・財政一体改革
「集中改革期間」

要

請

（
総
務
大
臣
通
知
等

）

○重点事業
下水道事業及び簡易水道事業
*人口３万人以上の団体について、期間内に公営企業会計

へ移行（H32.4まで）。
*人口３万人未満の団体についても、できる限り移行。

※その他の事業については、団体の実情に応じて移行を
推進。

○移行経費に対する地方財政措置
公営企業債（充当率100%）
元利償還金に対して普通交付税措置

集中取組期間
（H27年度～H31年度）

地方公共団体が公営企業の経営基盤の強化や財政マネジメントの向上等にさらに的確に取り組むためには、民間企業の会

計基準と同様の公営企業会計を適用し、経営・資産等の状況の正確な把握、弾力的な経営等を実現することが必要。

○ 下水道・簡易水道について、人口３万人未満の団体に
おいても公営企業会計の適用が一層推進されるよう、
新たなロードマップを平成30年中に策定

（平成30年4月24日 経済財政諮問会議 野田議員提出資料より）

公営企業会計適用の取組状況（H29.4.1時点）

【３万人以上の地方公共団体】

公営企業会計を「適用済」及び「適用に取組中」の
団体の割合（※）

→ 下水道事業 98.8％、 簡易水道事業 92.6％
（（参考） H28.4.1時点 下水道事業 92.9％、 簡易水道事業 86.0％ ）

※下水道事業はH27.1.27付け総務省自治財政局長通知で
要請 している公共下水道及び流域下水道に限る。

なお、下水道事業全体における、公営企業会計を「適用済」
及び「適用に取組中」の団体の割合は97.3％。

【３万人未満の地方公共団体】
公営企業会計を「適用済」及び「適用に取組中」の
団体の割合

→ 下水道事業 24.8％、 簡易水道事業 42.0％
（（参考） H28.4.1時点 下水道事業 21.5％、 簡易水道事業 40.9％ ）

H30H29H28H27
H27.1

H31
H26.8

【公営企業会計適用の推進】

・ 上記取組状況調査の結果を踏まえ、下水道事業及び

簡易水道事業の取組が遅れている団体（33団体）が存

在する都道府県に対して個別にヒアリングを実施

（H29.10）するなど、公営企業会計の取組を推進。

公営企業会計の適用の推進について

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
提
示

小規模団体における公営企業会計適用の推進
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水道事業の課題

〇普及率は97.9%（H27）。ほぼ整備が完了。
（最高は100%（東京都、大阪府、沖縄県）、最低は87.3%（熊本県）（H27））

○料金収入は、新規利用者の増がほぼないことや人口減少など
によって有収水量が減少し、減少の一途。今後、一層の減少が
見込まれる。

〇全国的に施設等の更新時期が到来。更新投資が増加してきて
おり、今後、一層の増加が見込まれる。

「水道財政のあり方に関する研究会」の開催

【設置目的】

〇 生活に不可欠なインフラである水道事業において、人口減少

等による料金収入の減少や施設等の老朽化に伴う更新投資

による支出の増大により、経営環境が厳しさを増すなか、必要な

更新投資の実施に伴い、中長期を見通したときに、経営努力

を行っても、持続的な経営が困難な団体が出てくることが懸念

される。

〇 このため、各企業における経営努力を推進する方策及び、そ

れを前提とした水道事業の持続的な経営を確保していくため

の対応策について検討する。

【委員】

【スケジュール】

○ 平成３０年１月２９日（月）に第１回研究会を開催

○ 同年９月に中間報告、１０月に最終報告とりまとめ（予定）

氏名 所属

石井 晴夫（座長） 東洋大学 経営学部 教授

有田 仁志 福岡県 北九州市 上下水道局長

石井 尚徳 静岡県 東伊豆町 水道課長

石田 直美 日本総合研究所 リサーチ・コンサルティング部門 プリンシパル

是澤 裕二 厚生労働省 医薬・生活衛生局 水道課長

塩津 ゆりか 愛知大学 経済学部 准教授

関口 智 立教大学 経済学部 教授

名倉 嗣朗 兵庫県 健康福祉部 生活衛生課参事

星野 菜穂子 和光大学 経済経営学部 教授

望月 正光 関東学院大学 経済学部 教授

更新投資額の推移
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料金収入と普及率の推移（億円） （％）

＜水道事業における広域化の取組＞
○都道府県に対し、以下の項目を要請（28年2月）。
①平成28年度中に都道府県単位の広域化検討体制を構築

⇒46道府県（※）において広域化検討体制設置（29年3月）
（※）既に広域化を行った東京都を除く

②平成30年度末までに検討を行い、検討結果を公表

H28普及率
は未公表
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「下水道財政のあり方に関する研究会」の開催

＜設置目的＞

〇 生活に不可欠なインフラである下水道事業において、未普及地域

の解消に当たっては、各汚水処理施設（公共下水道や浄化槽等）の

中から最適な整備手法を選択することを推進する必要がある。

○ また、今後、人口減少等に伴う料金収入の減少や施設等の老朽化

に伴う更新投資による支出の増大が見込まれ、経営環境が厳しさを

増すことが予想される。

○ このため、各企業における経営努力を推進する方策及び、それを

前提とした下水道事業の持続的な経営を確保していくための対応策

について検討する。

＜スケジュール＞

〇 平成３０年２月２２日（木）に第１回研究会を開催

○ ９月に中間報告、1０～１１月に最終報告とりまとめ（予定）

小西 砂千夫（座長） 関西学院大学 経済学研究科・人間福祉学部 教授

足立 泰美 甲南大学 経済学部 准教授

飯島 淳子 東北大学 法学部 教授

飯島 俊彦 神奈川県 横須賀市 上下水道局経営部経営料金課長

宇野 二郎 横浜市立大学 国際総合科学群 教授

金崎 健太郎 関西学院大学 法学部 教授

齊藤 由里恵 椙山女学園大学 現代マネジメント学部 准教授

田口 秀男 秋田県 建設部 参事 （兼） 下水道課長

前田 保夫 石川県 珠洲市 生活環境課長

〇普及率は90.4%（H28）。整備途上の地域が残るなど、地域差が大きい。
（最高は99.8%（東京都）、最低は58.9%（徳島県）（H28））

○料金収入は、人口減少などによる減少要素はあるものの、新規利用者の
増などによって有収水量が微増し、 直近１０年間は微増。今後は、減少
が見込まれる。

○都市部を中心に施設等の更新時期が到来。更新投資が増加してきて
おり、今後、全国的な増加が見込まれる。

下水道事業の課題
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（五十音順、敬称略）

加藤 裕之 国土交通省 水管理・国土保全局 下水道部下水道事業課長

清野 哲生 農林水産省 農村振興局整備部 地域整備課長

松田 尚之 環境省 環境再生・資源循環局 浄化槽推進室長

＜委員＞

＜オブザーバー＞

＜下水道事業における広域化の取組＞
○総務省、国土交通省、農林水産省及び環境省の４省連名で、全都道府

県に対し、以下の項目を要請（平成30年1月）
①平成34年度までに広域化・共同化計画を策定
②平成30年度中の可能な限り早期に検討体制を全ての市町村等参加の

もと構築し計画策定に着手
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○全病院数に占める経常損失・経常利益を生じた

病院数の割合（地方独立行政法人を含む）

経常損失を生じた病院数

経常利益を生じた病院数

赤字 黒字

 へき地等における医療や、救急・周産期・災害等の不採算・特殊部門に係る医療の多くを公立病院が担っている中、
赤字である公立病院の割合は、平成22年度以降増加傾向。

 総務省においては、「新公立病院改革ガイドライン」（平成27年3月）に基づき新公立病院改革プランの策定を要請し
たところ、平成29年3月31日現在で多くの病院が新公立病院改革プランを策定済（800病院（全体の92.7％））。

 引き続き、地域医療構想調整会議における今後の公立病院の役割等に関する議論の進捗に留意するとともに、
公立病院の更なる経営効率化、再編・ネットワーク化等を推進。

＋0.19％

【参考】
診療報酬の改定率

H20：▲0.82％
H18：▲3.16％

＋0.004％

＋0.10％

H26改定は消費
増税分を除けば
実質▲1.26％

▲1.31％

１ 新公立病院改革プランの策定を要請

（１) 策定時期：地域医療構想（※）の策定状況を踏まえつつH27年度又はH28年度中

（２）プランの内容：以下の4つの視点に立った取組を明記

２ 都道府県の役割・責任を強化

○再編・ネットワーク化への積極的な参画、新設・建替へのチェック機能の強化等

３ 地方財政措置の見直し

（１）再編・ネットワーク化への財政措置の重点化（H27年度～）

通常の整備 ・・・・・ 25%地方交付税措置

再編・ネットワーク化に伴う整備 ・・・・・ 40%地方交付税措置

（２）特別交付税措置の重点化（H28年度～）

○措置率（8割）の導入、都道府県の役割・責任の強化、財政力に応じた算定

○公的病院等への措置も公立病院に準じて継続

新公立改革ガイドライン（H27年3月）に基づく更なる改革の推進

・経常収支比率等の数値目標を設定

・地方独立行政法人化等を推進

経営の効率化

経営形態の見直し

・病床機能、地域包括ケア構築等を明確化

・経営主体の統合、病院機能の再編を推進

地域医療構想を踏まえた役割の明確化

再編・ネットワーク化

医療提供体制の改革と連携した公立病院の経営効率化・再編等の推進

（※）都道府県が、2025年の機能別の医療需要・必要病床数と目指すべき医療提供体制等を内容と
する地域医療構想を策定（H27～）（平成29年３月31日現在、全ての都道府県で策定済）。

経常収支が赤字である病院の割合
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施策項目 経済政策パッケージの主な内容 実施時期等

幼児教育の
無償化

 ３歳～５歳までの全ての子供の幼稚園、保育所、認定こども園の費用を無償化
 上記以外の無償化措置の対象範囲等については2018年夏までに結論
 ０歳～２歳児は、当面、住民税非課税世帯を対象として無償化
 障害児通園施設も無償化
 医療的ケア児について、看護師の配置・派遣によって受入支援を行うモデル事業を拡充

しつつ、医療行為提供のあり方を議論

 2019年４月から一部をス
タート

 2020年４月から全面的に
実施

待機児童の
解消

 「子育て安心プラン」を前倒しし、2020年度末までに32万人分の受け皿確保
（※必要となる運営費を確保）

 企業拠出金0.3兆円は、企業主導型保育事業と保育の運営費（0歳～2歳児
相当）に充当

 2018年度から早急に実施

保育士の処遇改善  2017年度の人勧に伴う賃金引上げに加え、更に１％（月3,000円相当）引上げ  2019年４月から実施

高等教育の
無償化

 大学、短大、高専及び専門学校には授業料の減免措置、学生個人には給付型奨学
金を措置。支援措置の対象は低所得世帯に限定

 詳細は、検討を継続し、2018年夏までに一定の結論
 2020年４月から実施

私立高校の
実質無償化

 年収590万円未満世帯を対象として実質無償化（※住民税非課税世帯は実質無償化、年収
350万円未満世帯は最大35万円、年収590万円未満世帯は最大25万円を支給ができる財源をまずは確保）

 2020年度までに安定的な
財源を確保しつつ実施

介護人材の
処遇改善

 勤続年数10年以上の介護福祉士について、消費税引き上げに伴う介護報酬の改定
に合わせ、月額平均８万円相当の処遇改善を実施（公費1,000億円）

 障害福祉人材も、同様に処遇改善を実施
 2019年10月から実施

リカレント教育
高等教育改革

 リカレント教育を抜本的に拡充するとともに、現役世代のキャリアアップ、中高年の再就職
支援など、誰もがいくつになっても新たな活躍の機会に挑戦できるような環境を整備

 雇用保険制度等の活用も
含め、2018年夏に向けて
検討

○ 「新しい経済政策パッケージ」が2017年12月８日に閣議決定。
○ 財源は、1.7兆円が消費増税による増収分、0.3兆円が企業からの拠出金を予定。
○ 無償化の対象範囲などの詳細は、2018年夏までに結論。国・地方の役割分担や負担のあり方は、今後整理。

「新しい経済政策パッケージ」の「人づくり革命」部分
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幼稚園、保育所、認定こども園以外の無償化措置の対象範囲等に関する検討会

「新しい経済政策パッケージ」（平成２９年１２月８日閣議決定）に基づき幼児教育の無償化を進めるに当たり、幼稚園、保育
所、認定こども園以外の無償化措置の対象範囲等について、現場及び関係者の声に丁寧に耳を傾けつつ、保育の必要性及び公平性
の観点から検討するため、幼稚園、保育所、認定こども園以外の無償化措置の対象範囲等に関する検討会を開催。

趣 旨

（座 長）増田 寛也 東京大学公共政策大学院客員教授
（座長代理）樋口 美雄 慶應義塾大学商学部教授

林 文子 横浜市長
無藤 隆 白梅学園大学大学院子ども学研究科特任教授

構成員 開催実績と今後のスケジュール

第１回（平成３０年１月２３日）関係者からのヒアリング
第２回（ ３月 １日）関係者からのヒアリング
第３回（ ３月 ９日）関係者からのヒアリング
第４回（ ４月 ５日）地方自治体からのヒアリング
第５回（ ４月１３日）関係者からのヒアリング
第６回（ ４月２５日）関係者からのヒアリング

（三重県津市で開催）

高等教育段階における負担軽減方策に関する専門家会議

「新しい経済政策パッケージ」（平成２９年１２月８日閣議決定）においては、真に必要な子供たちに限って高等教育の無償化を
実現することとした上で、具体的に定まっていない事項については、検討を継続し、来年夏までに一定の結論を得ることとされたこ
とを踏まえ、高等教育段階における負担軽減の具体的方策について検討。

趣 旨

（座 長）三島 良直 国立大学法人東京工業大学長
（副 座 長）村田 治 関西学院大学学長

相川 順子 一般社団法人全国高等学校ＰＴＡ連合会相談役
赤井 伸郎 国立大学法人大阪大学国際公共政策研究科教授
佐竹 敬久 秋田県知事
千葉 茂 学校法人片柳学園副理事長

構成員 開催実績と今後のスケジュール

第１回（平成３０年１月３０日）
第２回（ ３月 ５日）
第３回（ ４月１１日）
第４回（ ５月１５日）
第５回（ ５月２２日）
５月～６月 要件等のとりまとめ。人生100年時代構想会議に
報告、骨太方針への反映

H30.5.15時点
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○ 歳出の効率化を推進する観点から、民間委託等の業務改革を実施している地方団体の経費水準を地方交付税の基準

財政需要額の算定に反映するトップランナー方式を推進。その際、財源保障機能を適切に働かせ、住民生活の安心安全

を確保することを前提として取り組む。

○ 地方行政サービス改革に係る調査によって把握することとしている地方団体の業務改革のうち、単位費用に計上されて

いる全ての業務（２３業務）についてトップランナー方式の検討対象とする。

○ 導入に当たっては、地方団体への影響等を考慮し、複数年（概ね３～５年程度）かけて段階的に反映するとともに、小規

模団体において民間委託等が進んでいない状況を踏まえて算定。

○ 多くの団体で業務改革に取り組んでいる以下の１６業務について、トップランナー方式を導入し、段階的な反映における初年度
の見直しを実施。

◇本庁舎夜間警備

◇案内・受付

◇電話交換

◇公用車運転

◇一般ごみ収集

◇学校給食（調理）

◇学校給食（運搬）

◇体育館管理

◇競技場管理

◇情報システムの運用◇プール管理

◇公園管理

◇庶務業務の集約化

平成２８年度の取組

◇学校用務員事務

◇道路維持補修・清掃等

◇本庁舎清掃

トップランナー方式について

○ 平成２８年度から導入した１６業務について、段階的な反映における２年目の見直しを実施。

○ 業務の性格、業務改革の進捗、地方団体の意見等を踏まえ、図書館管理等５業務以外の以下の２業務について、新たにトップ
ランナー方式を導入し、段階的な反映における初年度の見直しを実施。

平成２９年度の取組

◇公立大学運営◇青少年教育施設管理

○ 平成３０年度に新たに導入する業務はなく、平成２９年度までに導入した１８業務について、段階的な反映における２年目または
３年目の見直しを実施。

○ 窓口業務の委託について、地方独立行政法人の活用や標準委託仕様書の作成・全国展開などの取組を強化し、その状況を踏
まえ、トップランナー方式の平成３１年度の導入を視野に入れて検討。

平成３０年度の取組
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Ｈ２８

毎年330億円程度
ずつ3年間で

1,000億円シフト

取組の必要度
に応じた算定

5,000億円

取組の
成果

に応じた算定

1,000億円

行革努力
に応じた算定

3,000億円

地域経済
活性化

の成果に応じた
算定

1,000億円

4,000億円程度 2,000億円程度 2,000億円程度 2,000億円程度

※特別交付税100億円程度を含む

※

＜地域の元気創造事業費＞

※

毎年330億円程度
ずつ3年間で

1,000億円シフト

○ 地方財政計画に計上することとしている「まち・ひと・しごと創生事業費」に対応し、「人口減少等特別対策

事業費」（6,000億円程度）及び「地域の元気創造事業費」（4,000億円程度、うち100億円程度は特別交付税）

において算定することとしている。

○ 地方創生の取組を一層促進するため、平成29年度から、「まち・ひと・しごと創生事業費」の地方交付税の

算定において、「取組の成果」に応じた算定に、３年間かけて段階的にシフト（平成30年度は２年目の反映）

＜人口減少等特別対策事業費＞

まち・ひと・しごと創生事業費の交付税算定

Ｈ３１

4,340億円程度 1,660億円程度 2,340億円程度 1,660億円程度
※Ｈ３０

46

31



見直し年度 費目 見直し内容 影響額

H26 地域振興費 • 支所に要する経費を加算 3,400億円程度

H27

消防費
• 標準団体の経費を見直し • 人口密度による補正を充実

1,100億円程度
• 旧市町村単位の消防署・出張所に要する経費を加算

清掃費 • 標準団体の経費を見直し • 人口密度による補正を新設

地域振興費 • 離島、属島の増嵩経費を反映（消防、清掃分）

H28

保健衛生費、社会福祉費
高齢者保健福祉費

• 標準団体の経費を見直し
• 旧市町村単位の保健センター運営費等の経費を加算

1,200億円程度その他の教育費、徴税費 • 標準団体の経費を見直し • 人口密度による補正を充実

地域振興費 • 離島、属島の増嵩経費を反映（保健福祉等分）

H29

地域振興費 • 支所に要する経費を増額

500億円程度
その他の教育費 • 人口密度による補正を新設

都市計画費、その他の土木費
農業行政費

• 標準団体の経費を見直し

H30

その他の教育費（220億円程度）
• 標準団体の経費を見直し
• 人口密度による補正を充実 ※図書館及び社会体育施設

500億円程度
保健衛生費（60億円程度） • 旧市町村単位の保健センター運営費等の経費を増額

商工行政費（30億円程度）
地域振興費（40億円程度）
包括算定経費（150億円程度）

• 標準団体の経費を見直し

合 計 6,700億円程度

具体的な見直し内容

新

 上記について、見直し年度以降３年間かけて段階的に交付税の算定に反映。
 影響額は、合併団体に対する影響額であり、各年度の算定によって若干の変動がある。

平成の合併により、市町村の面積が拡大する等市町村の姿が大きく変化したことを踏まえ、合併時点では
想定されていなかった財政需要を交付税算定に反映。（平成26年度以降５年程度の期間をかけて見直し）

合併後の市町村の姿を踏まえた交付税算定の見直しについて（案）
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H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

政府資金 公庫資金 機構資金 市場公募資金 その他民間等資金

（年度）

公的資金 民間等資金

初めて民間等資金の割合（58.8%）が公的
資金の割合（41.2%）を上回る

初めて市場公募資金が最も高い割
合を占める（30.6%）

共同発行市場公募地方債の発行開始

過去最大(32.8%)

地方債計画額（当初）における資金別構成比の推移

民間等
資金

４

６
公的
資金

： 民間等
資金

６

４
公的
資金

：
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都道府県 政令指定都市
団体数
(累計)

昭和 27 年度 東京都、大阪府、兵庫県 横浜市、名古屋市、京都市、大阪市、神戸市 8

昭和 48 年度 北海道、神奈川県、静岡県、愛知県、広島県、福岡県 札幌市、川崎市、北九州市、福岡市 18

昭和 50 年度 宮城県、埼玉県、千葉県、京都府 22

昭和 57 年度 広島市 23

平成 元 年度 茨城県、新潟県、長野県 仙台市 27

平成 6 年度 千葉市 28

平成 15 年度 さいたま市 29

平成 16 年度 福島県、群馬県、岐阜県、熊本県 33

平成 17 年度 鹿児島県 静岡市 35

平成 18 年度 島根県、大分県 堺市 38

平成 19 年度 山梨県、岡山県 新潟市、浜松市 42

平成 20 年度 栃木県、徳島県 44

平成 21 年度 福井県、奈良県 岡山市 47

平成 22 年度 三重県 相模原市 49

平成 23 年度 滋賀県、長崎県 51

平成 24 年度 熊本市 52

平成 25 年度 高知県、佐賀県 54

平成 27 年度 秋田県 55

全国型市場公募地方債発行団体の推移

49

宝くじの売上額と収益金額の推移
（億円）

※端数処理の都合により、数値が一致しない場合がある

（年度）

※全国自治宝くじ事務協議会、関東・中部・東北自治宝くじ事務協議会、近畿宝くじ事務協議会、西日本宝くじ事務協議会等の資料による
50
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１．購入可能な宝くじの種類

 クレジットカード決済により購入可能となる。
• 現在、インターネット販売における決済手段は、インターネットバンキングによる口座引落のみ。

 会員制度を導入し、商品情報等が受け取れるようになる。

２．購入利便性の向上

○ 地域の公共事業や福祉施策などに活用されている宝くじ財源を確保するため、発売団体（全都道府県及
び全政令指定都市）において、インターネット販売を拡充。

○ 平成30年10月から、宝くじ公式サイトにおけるインターネット販売が以下のとおり開始される。

⇒ 購入利便性の向上・販売チャネルの拡大

⇒ 「いつでも・どこでも買える」宝くじへ

平成30年10月

３．販売開始時期

 ジャンボ宝くじ・通常くじ（スクラッチを除く）・ナンバーズ・ロト

⇒ ジャンボ宝くじを含め、ほぼ全ての宝くじが購入可能となる。

※ 全宝くじに占めるインターネットで購入可能な宝くじの割合：43.8％ → 93.8％ （平成28年度販売実績ベース）

• 現在、インターネットで購入可能な宝くじは、ナンバーズ・ロトのみ。

宝くじのインターネット販売の拡充

H30.1.24に開催された全国自治宝くじ事務協議会（全都道府県・全政令指定都市で構成）において、宝くじの
インターネット販売の拡充について議決。

51

地方財政制度

平 成 ３ ０ 年 ５ 月 ２ ３ 日
地方行財政ビジョン研究会
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農村の困窮～地方財政調整制度創設の時代背景～

世界的な大恐慌の嵐は、日本経済に深刻な打撃を与

え、資本主義経済の発達によりもたらされた都市部と

農村部における経済力の較差と、それに基づく地方団

体間の財政力の不均衡を一層増大させることとなった。

農山漁村における不況は甚だしく、これらの地域の地

方団体は、税源の枯渇に悩むこととなった。

（中略）

全国一律の税率で徴収されている直接国税と地方税

の割合をみると、東京府で０．８、大阪府で１となってい

るのに対し、岩手、青森、鳥取の各県では４倍から５倍

となっており、これらの地域における地方税の負担がい

かに重たかったかが示されている。

（『地方自治百年史』（地方自治百年史編集委員会））

府 県
県民
所得額

生産額
直接
国税額

地方税
額

直接国税に
対する地方
税の割合

東京府 857,926 1,083,346 78,057 59,690 0.764

大阪府 442,562 1,286,457 38,855 40,104 1.032

愛知県 121,508 742,778 11,992 24,876 2.074

兵庫県 111,465 748,604 20,193 33,003 1.634

福岡県 98,863 466,383 9,125 22,217 2.434

岩手県 11,588 92,950 1,450 6,405 4.416

青森県 11,623 81,224 1,457 6,962 4.778

鳥取県 9,976 52,028 1,110 4,575 4.122

1

地方税源の状況（昭和７年度）
（単位：千円）

地方財政調整制度の提唱

内務省は、地方団体間の財源の不均衡を調整し、農山村における財政窮乏を救って、地方自治行政の円滑な遂行を

確保するため、（中略）地方財政調整制度の必要性を提唱し、昭和七年八月、｢地方財政調整交付金制度要綱案｣を発

表した（未成立）。 （ 『地方自治百年史』）

『地方財政調整交付金制度要綱案』 骨子 （『地方交付税法沿革史』（自治省））

①交付金の総額は、新設または増徴される国税の一定割合および義務教育費国庫負担金の一部をもつてその

財源とすること。

②総額のうち道府県に３分の１、市町村に３分の２を配分すること。

③道府県分、市町村分とも、これを「一般交付金」、「資力薄弱団体交付金」および「特別団体交付金」に区分し配

分すること。

④一般交付金は総額の３分の１とし人口を基準として配分し、資力薄弱団体交付金および特別団体交付金は総

額の３分の２（後者は交付金総額の１５分の１以下）とし、前者は課税力を標準とし、後者は人口の少ない団体、

公債費の多い団体等に配分すること。

⑤配分を受けた交付金は、税負担の軽減に充てるものとすること。

○臨時町村財政補給金（昭和１１年）

財政が窮乏し、税負担の過重なる町村を対象として総額の８５％を配分し、残りの１５％を特殊な事由による
窮乏団体に配分した。したがって、税の賦課率が一定の限度に達しない町村は交付されず、（中略）またその使
途は過重なる税負担に限られた。（ 『内務省史 第２巻』（大霞会））

○臨時地方財政補給金（昭和１２～１３年）

○地方分与税（昭和１５年） 2
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地方分与税（Ｓ15～Ｓ25）

＜配付税とは＞

財政力の弱い団体ほど相対的に多くの額が分与される制度であった。また、配付税の使途が特定されていない点、

更に、その総額が国税の一定割合とされ、その額が地方団体の歳入において大きな割合を占めるに至った点におい

ても、本格的な地方財政調整製度といえる。（『地方自治百年史』）

＜地方分与税と臨時地方財政補給金との違い＞

（当時の挟間茂地方局長） ｢臨時地方財政補給金とは全然性質が違うものでありまして、補給金は廃減税以外には

使いませぬ。併しながら分与税は、左様な税の軽減ということを目的として居るのではなくして、……地方団体間の負

担の均衡を図り、又地方の財源を充足してやるということを目的と致して居るものであります｣

（『内務省史 第２巻』）

地方分与税

還付税

・一定の税を国税として徴収し、これを地方団体に分与するものであり、還付税と配付税からなっていた。

・ 地租、家屋税及び営業税。この三税は、物税は地方へという観点から、その全額
が地方団体の財源とされたが、賦課徴収の便宜上、国税として徴収され、その全額
を徴収地の道府県に還付。

・ 所得税、法人税、入場税及び遊興飲食税の一定割合を徴収地に関係なく、道府県
及び市町村に、各地方団体間の財政力の均てん化を図るという目的をもって交付。

配布税

（『地方自治百年史』）

3

シャウプ勧告①

○ シャウプ勧告は、その中でとくに我が国の地方財政調整制度の改革に関する問題を取り上げ、従来の地方配付税

制度を廃止して、新たに地方財政平衡交付金制度を創設すべきことを示した。（中略）シャウプ勧告において、地方配

付税の欠点として指摘されたことは、

① 総額の決定については地方配付税の総額が、国税である所得税および法人税に対する一定割合とされている

ため、地方財源として真に必要な額と一致することについての保障がなく、しかも、その割合は、国庫財政の都合

（たとえば昭和２４年度においてはドッジ・ラインに基づく超均衡財政政策のため地方配付税の率が半減された。）

により一方的に変更されることにより地方財政を不安定にし、また基礎となつている国税は、経済の変動に対して

敏感であるため、毎年度の総額に大幅に変動を及ぼすこととなる。

② この（地方配付税の）方法では、財源の均衡はある程度はかられるとしても、各団体ごとの実際の財政力と財政

需要を反映しない独断的な面があり、また配分に当つて、当初から道府県分と市町村分の枠を定めることについ

ても、そのそれぞれの所要額が合理的研究に基づいて定められたものではない。

という、２点であり、（中略）これに代えて総額および配分方法を地方団体の必要と財源とに応じて決定し、国庫の一般

資金から支出する「平衡交付金」制度を設けるべきであるということをその内容としている。

（『地方交付税沿革史』）

4
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地方財政平衡交付金（Ｓ25～Ｓ29）

第一条 （この法律の目的）
この法律は、地方団体が自主的にその財産を管理し、事務を処理し、及び行政を執行する権能をそこなわずに、その

財源の均衡化を図り、及び地方財政平衡交付金の交付の基準の設定を通じて地方行政の計画的な運営を保障するこ
とによつて、地方自治の本旨の実現に資するために、地方団体に対し適当な財源を供与し、もつてその独立性を強化す
ることを目的とする。

第六条（交付金の種類及び総額の決定）
１ 交付金の種類は、普通交付金及び特別交付金とする。
２ 毎年度分として交付すべき普通交付金の総額は、当該年度において基準財政需要額が基準財政収入額を超えると
認められる地方団体の当該超過額の合算額を基礎として定める。

３ 毎年度分として交付すべき特別交付金の総額は、普通交付金の総額の九十二分の八に相当する額とする。

第十条（普通交付金の額の算定）
１ 交付金は、毎年度、基準財政需要額が基準財政収入額をこえる地方団体に対して交付する。
２ 前項の地方団体に対して交付すべき交付金の額は、交付金の総額を、当該地方団体の基準財政需要額が基準財
政収入額をこえる額にあん分して算定する。

第十一条 （基準財政需要額の算定方法）
基準財政需要額は、測定単位の数値を第十三条の規定により補正し、これを当該測定単位ごとの単位費用に乗じて

得た額を当該地方団体について合算した額とする。

第十二条 （測定単位）

地方行政に要する経費の測定単位は、地方団体の種類ごとに左の表の中欄に掲げる経費について、それぞれその
下欄に定めるものとする。

地方財政平衡交付金法（抜粋）

5

地方交付税制度への転換

○ シャウプ勧告に基づいて創設された地方財政平衡交付金制度は、財源保障制度としては理論的には完璧に近いもので

あったが、その運用の実態は理想とはほど遠いものであった。

地方財政平衡交付金の総額をめぐる国庫財政当局と地方財政当局との意見の対立は常に熾烈であった。

○ 結局、推計的手段を用いるものである以上、歳入にしても、歳出にしても、その立場立場によってさまざまな意見が生

じることになり、とくに給与費や税収入については、しばしば意見の相違が生じ、毎年度、総額の決定に当たって、国と地

方と間に紛争を重ねる結果を生むに至り、結局、交付金総額の決定は、政治的に行われているという事態が通常となった。

（『地方交付税沿革史』）

○ 制度の理想と運用の実態との乖離により、地方財政平衡交付金制度に対する地方公共団体の信頼は次第に失われ、

また、国庫当局の側にも、毎年度平衡交付金の総額がいくらになるかわからないということでは予算の編成上も困るので、

その総額の決定について何等かの安定したルールを作る方がよいという意見が強くなっていった。

（『地方自治百年史』）

＜地方交付税制度への移行＞

○ 地方制度調査会は、昭和28年10月答申を行い、その中で、地方財政平衡交付金制度については廃止し、これに代えて

地方交付税制度を創設すべきであるとする答申を行った。

○ 地方財政平衡交付金制度から地方交付税制度への改正は、要約すれば、

① 保障財源を一定国税の収入額にリンクすることによって、地方団体の独立財源としての性格をつよめ、かつ、地方財

政平衡交付金における単年度財源保障方式に対して、長期的財源保障方式としたこと

② 各地方団体ごとの交付額については、地方財政平衡交付金における財源不足額補填方式を踏襲して完全な財源保

障機能をもたせたこと

の２点となる。 （『新地方財政調整制度論』（石原信雄）） 6
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○所得税、法人税、酒税、消費税の一定割合及び地方法人税の全額とされている

地方交付税は、地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域に住む国民

にも一定の行政サービスを提供できるよう財源を保障するためのもので、地方の

固有財源である。

性 格：本来地方の税収入とすべきであるが、団体間の財源の不均衡を調整し、すべての地

方団体が 一定の水準を維持しうるよう財源を保障する見地から、国税として国が代わっ

て徴収し、一定の合理的な基準によって再配分する、いわば「国が地方に代わって徴収す

る地方税である。」（固有財源）

（参考 平成１７年２月１５日 衆・本会議 小泉総理大臣答弁）
地方交付税改革の中で交付税の性格についてはという話ですが、地方交付税は、国税五税の一定割

合が地方団体に法律上当然帰属するという意味において、地方の固有財源であると考えます。

総 額 ：所得税・法人税の３３.１％、酒税の５０％、消費税の２２.３％、地方法人税の全額

種 類 ：普通交付税＝交付税総額の９４％

特別交付税＝交付税総額の ６％

交付時期 ：普通交付税 ４，６，９，１１月の４回に分けて交付
ただし、大規模災害による特別の財政需要を参酌して繰上げ交付を行うことができる。

特別交付税 １２，３月の２回に分けて交付
ただし、大規模災害等の発生時においては、交付額の決定等の特例を設けることができる。

地方交付税（Ｓ29～）

7

義務教育国庫負担金

8

＜昭和15年 義務教育費国庫負担法(旧法)が施行＞

○ 教員の給与等を市町村から道府県の負担とし、その実支出(実員実額)の１／２を国が負担。

＜昭和25年 義務教育費国庫負担制度の廃止＞

○ 「シャウプ勧告」（昭和24年9月）を受け、義務教育費国庫負担制度が廃止され、新たに創設された「地方財政平衡交付
金制度」に吸収される。

＜昭和27年 義務教育費国庫負担金法案（文部省案）作成＞

（文部省案は）義務教育費国庫負担金の算定事務一切は文部大臣の所轄とし、（中略）一切の教育関係経費を

地方財政一般から切り離して、文部大臣－教育委員会の系統に一本化するものにほかならない。（中略）もし、こ

のとき文部省案が通っていたら、都道府県の性格は一変していたであろうし、地方行政は、四分五裂していたであ

ろう。 事実、厚生省でも社会福祉行政について同様の考え方があり、義務教育費がうまく行ったら同じ動き方をし

ようという企図があった。そうなれば、地方財政の総合性など吹っ飛んでいたであろうし、地方自治は壊滅していた

であろう。 （『自治の流れの中で』）

＜昭和25年 標準義務教育の標準教育費に関する法律案の提出＞

○ 義務教育費国庫負担金の地方財政平衡交付金への統合に強く反対していた文部省は、特例法を作って義務教育

費に関する基準財政需要額は文部大臣が定めるところによって算定した標準教育費によるべきことを企画し、「標準

義務教育の標準教育費に関する法律案」を閣議に提出したが、実現しなかった。（『新地方財政調整制度論』）

＜昭和28年 「義務教育費国庫負担法」の施行＞

○ 実支出（実員実額）の１／２を国が負担（負担対象職員として職員以外の事務職員が加わる等）。
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